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女性活躍法に関する制度が改正されています。令和 2 年 7 月 8 日の施行に伴い、常時雇

用する労働者数が 301 人以上に企業に対し、「男女の賃金の差異」に係る情報公表が義務

化されました。初回の「男女の賃金の差異」の情報公表は、施行後に最初に終了する事業

年度の実績を、次の事業年度の開始後おおむね 3ヵ月以内に公表することになっています。 

 

 

１．301 人以上の企業が公表すべき情報 

常時雇用する労働者が 301 人以上の企業は、以下Ａ、Ｂ、Ｃの情報を公表する必要があ

ります。 

 

（1）「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に関する実績 

   Ａ：以下の①～⑧から 1 項目を選択 

Ｂ：⑨男女の賃金の差異（必須）    ＊新設 

 

（2）「職業生活と家庭生活の両立」に資する雇用環境の整備に関する実績 

 Ｃ：以下の①～⑦から 1 項目を選択 

 

 
厚生労働省リーフレットより 

 

 

参考）101 人以上の企業 

常時雇用する労働者が 101 人以上の企業には、女性活躍法に基づき、一般事業計画の策

定・届出義務、及び自社の女性活躍に関する情報公表の義務があります。 

101 人以上 300 人以下の企業は、上記 16 項目から任意の 1 項目以上の情報公表が必要と

されています。 

（1） （2） 



 

２．「男女の賃金の差異」の情報公表 

・算出方法 

「男女の賃金の差異」の算出方法は、企業単位ごとに、男性労働者の賃金の平均に対す

る女性労働者の賃金の平均を割合（％）で示します。 

 

・雇用区分ごとの公表 

情報公表においては「全労働者」「正規雇用労働者」「非正規雇用労働者」の区分での公

表が必要となります。 

 

・公表内容のイメージ 

 公表に当たっては、算出の前提とした「重要な事項」を記載する必要があります。ここ

で言う重要な事項とは、以下のような項目です。 

・対象期間      （例：○○事業年度（○年○月○日～○年○月○日）） 

・賃金の範囲     （賃金から除外した手当がある場合は、その具体的な名称等） 

・対象労働者の範囲  （正規雇用労働者、非正規雇用労働者については、個々の会社

の呼称に即して、どのような労働者が該当しているか等） 

 

「男女の賃金の差異」の情報公表のイメージ 

 

厚生労働省リーフレットより 

 

・公表方法 

 男女の賃金の差異の公表方法については、他の情報公表項目と同様に、厚生労働省が運

営する「女性の活躍推進企業データベース」や自社の HP の利用等が考えられます。 

 

・公表時期 

対象事業主は、施行日（令和 4 年 7 月 8 日）以降に終了する事業年度の次の事業年度の

開始日からおおむね 3 ヵ月以内に、直近の「男女の賃金の差異」を情報公表する必要があ

ります。例えば、事業年度が 4 月～翌年 3 月の場合、令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月の実績

を、おおむね令和 5 年 6 月末までに公表することになります。 

 

以上 


